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序     文 
 

スーダン共和国では、2005 年に南北包括和平合意（Comprehensive Peace Agreement：CPA）が

締結され、20 年以上にわたる内戦が終結した。この CPA を受けて南部スーダンが自治権を獲得

し、スーダン共和国統一政府の下で、2005 年 10 月に南部スーダン政府が樹立され、南部地域（全

10 州）を管轄することとなった。南部スーダンでは、内戦終結後の早い段階から基礎教育の開発

を重点課題としてとらえており、開発パートナーの支援を受けて、基礎教育のアクセスの改善や

質の向上に向けた事業が実施されている。そして、教員の約 65％が教員としての訓練を受けてい

ないという状況では、特に教員の質の向上が喫緊の課題となっている。 

そうしたなかで、日本は、2005 年の CPA 締結直後からスーダン共和国に対し、ケニアでの第

三国研修を通して理数科教授法の改善という面から教員の質の向上について支援を行ってきた。

さらに、その後の短期専門家派遣や 2 度のフォローアップ協力を通して、南部スーダンにおける

理数科分野の現職教員研修に関する人材育成やパイロット研修を実施してきた。 

このような背景のもと、南部スーダン政府から日本に対し、これまでの支援を基礎に、初等理

数科分野の現職教員研修支援について技術協力が要請された。 

 この要請を受けて独立行政法人国際協力機構は、2009 年 7 月に詳細計画策定調査団を南部スー

ダンに派遣し、南部スーダン政府や関係機関と協力計画策定に関する協議を行い、同年 10 月に同

政府と JICA スーダン駐在員事務所との間で、プロジェクト実施に関する討議議事録（Record of 

Discussions：R/D）を署名するに至った。 

本報告書は、「南部スーダン理数科教育強化プロジェクト」の要請背景や案件形成の経過と概

略を取りまとめたものであり、今後の本プロジェクトの実施や類似案件の形成にあたって活用さ

れることを願う。 

 ここに、案件形成にご協力いただいた内外の関係者の方々にあらためて深い謝意を表するとと

もに、引き続き一層のご支援をお願いする次第である。 

 

平成 22 年 2 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
人間開発部長 萱島 信子 
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第１章 要請の背景 
 

スーダン共和国（以下、「スーダン」と記す）の南部スーダンでは、2005 年の南北包括和平合

意（Comprehensive Peace Agreement：CPA）後、国連児童基金（The United Nations Children's Fund： 

UNICEF）等の支援を受け急激に就学者が増加しており、2006 年に約 70 万人であった初等就学者

は 2008 年には約 130 万人となっている1。一方で、増加する就学者に対して学校などの教育イン

フラや教員が不足するとともに、現在教壇に立っている教員の約 65％が教員としての訓練を全く

受けておらず、訓練を受けた者であっても正式な教員養成課程を経た者は少なく、教科内容の理

解や教授法の習得が十分でない教員が多い。このように、教員の質の低さも大きな課題となって

いる。 

こうしたなかで、現職教員に対して研修の機会を提供し、教員の継続的な職能開発に取り組む

ことが喫緊の課題となっている。特に理数科については、資格の有無にかかわらず教員の知識・

指導力不足が顕在化しており、理数科分野の現職教員研修（In-service Education and Training： 

INSET）に対するニーズは高い。 

このような状況を受けて、JICA は 2008 年 7 月より短期専門家派遣やそのフォローアップ事業

を通して、南部スーダンにおける初等理数科教育分野の現職教員研修に対して支援を行ってきた。

その結果、この分野の中核人材の育成や研修マニュアルの作成、パイロット研修の実施などで一

定の成果を上げており、南部スーダン政府からも高い評価を得ている。 

他方で、以下のような課題が依然として残っており、今後取り組んでいくことが求められてい

る。 

(１) 中央の教育科学技術省（Ministry of Education, Science and Technology：MOEST）内に教員

研修全般を所掌する部局はあるが、南部全州における理数科分野の現職教員研修事業を統

括・監督するだけの体制になっておらず、研修実施・運営能力も十分ではない。 

(２) これまでの協力のなかで、州レベルの研修講師が選定され、短期的な研修が実施されたが、

資格要件を満たさない講師がいて、研修講師としての能力も十分ではない。 

(３) 現職教員研修に関する政策がきちんと整備されておらず、さまざまな教員研修が乱立して

いる状況である。今後、新規教員養成も含めた教師教育の全体のあり方について見直しを行

う必要がある。 

(４) 南部スーダンにおいて教員の質が低いことの根本には、新規教員養成課程が十分に機能し

ておらず、教員としての訓練を全く受けないまま教壇に立つ教員が多数を占めていることに

ある。今後、初等教員の理数科の指導力を高めるためには、現職教員研修の制度化と並行し

て、新規教員養成課程の改善にも着手する必要があり、具体的には、教員養成校（Teacher 

Training Institute：TTI）の建設や養成校教官の能力強化が喫緊の課題となっている。 

 

こうした背景のもと、南部スーダン政府より理数科分野現職教員研修支援の技術協力プロジェ

クトが要請された。 

                                                        
1 2006 年：UNICEF の学習スペース迅速評価（Rapid Assessment of Learning Spaces：RALS)。2008 年：南部スーダン政府の教

育管理情報システム教育統計（EMIS Education Statistics 2008） 
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1月 南北包括和平合意（CPA）署名

南部スーダンにおける理数科教育支援に係る経緯南部スーダンにおける理数科教育支援に係る経緯

4月 オスロ支援国会合
6月 日本政府調査団派遣

7月 J IC Aプロジェクト形成調査7月 J IC Aプロジェクト形成調査

ケニアS MAS S Eプロジェクトの域内協力を活用して、
中等理数科教育の第三国研修を実施。
（2005年～2007年）

ケニアS MAS S Eプロジェクトの域内協力を活用して、

中等理数科教育の第三国研修を実施。
（2005年～2007年）

7月 J IC A復興支援プロジェクト形成調査7月 J IC A復興支援プロジェクト形成調査

コミュニティ開発支援無償
資金協力 「南部スーダン

における帰還民統合及び
ホスト・コミュニティ支援の
ための教育施設建設計
画」（UNHCR経由）

＜2008年3月 EN締結＞
→現在、建設中

コミュニティ開発支援無償
資金協力 「南部スーダン
における帰還民統合及び
ホスト・コミュニティ支援の
ための教育施設建設計
画」（UNHCR経由）

＜2008年3月 EN締結＞
→現在、建設中

3月 南部スーダン初等理数科教育基礎調査3月 南部スーダン初等理数科教育基礎調査

7月～12月 短期専門家派遣
「南部スーダン理数科分野現職教員研修支援計画」

1月 中核人材育成ワークショップ＠ケニア1月 中核人材育成ワークショップ＠ケニア

20
05

20
06

20
07

20
08

7月 詳細計画策定調査7月 詳細計画策定調査

10月 討議議事録（R/D）署名

20
09

技術協力プロジェクトの要請

2月～5月 フォローアップ
「南部スーダン理数科分野現職教員研修支援計画
FU協力」

2月～5月 フォローアップ
「南部スーダン理数科分野現職教員研修支援計画
FU協力」

6月～9月 第２次フォローアップ
「南部スーダン理数科分野現職教員研修支援計画
2009年度FU協力」

6月～9月 第２次フォローアップ
「南部スーダン理数科分野現職教員研修支援計画
2009年度FU協力」

11月 技術協力プロジェクト
「南部スーダン理数科教育強化プロジェクト」開始

8月 戦略策定ワークショップ＠ケニア8月 戦略策定ワークショップ＠ケニア

 
 

図－１ 南部スーダンにおける理数科教育支援に係る経緯 
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第２章 調査協議の経過と概略 
 

２－１ 詳細計画策定調査の実施 

 本プロジェクトの形成にあたり、2009 年 7 月 6 日から 7 月 15 日にかけて詳細計画策定調査を

実施した。調査の概略は以下のとおり。詳細な調査結果については、付属資料１の現地報告書に

記載。 

 

調査期間 2009 年 7 月 6 日～7 月 15 日 

派遣の目的 ・ 要請内容を確認するとともに、南部スーダンにおける教員研修と教員養成の

現状や先方政府の今後の展望について情報収集を行う。 

・ プロジェクトのデザイン（目標、成果、活動、協力期間、対象地域、実施体

制、活動内容、必要経費など）に関して、当方案に基づき協議を行い、先方

政府との合意形成を図る。 

・ 南部スーダンの教育セクターを支援する他ドナーに対して JICA プロジェク

トの方向性を説明するとともに、今後の役割分担・連携の方向性について意

見交換を行う。 

団員構成 ・ 団長/総括 ： 石原 伸一（JICA 人間開発部基礎教育第二課 課長） 

・ 教員研修 ： 松本 知子（JICA 人間開発部基礎教育第二課 ジュニア専

門員） 

・ 広域協力 ： 長沼 啓一（ケニア理数科教育強化プロジェクト 専門家）

・ 理数科教育： Ndelela Masoka （アフリカ理数科･技術教育センター 中央

研修講師） 

・ 協力企画 ： 徳田 真人（JICA 人間開発部基礎教育第二課 職員） 

摘 要 ・ プロジェクトの基本的枠組みについて南部スーダン教育省と合意。 

・ 南部スーダン教育省から、プロジェクトの名称について、要請書に記載のも

のから「南部スーダン理数科教育強化プロジェクト」（ Strengthening 

Mathematics and Science Education in Southern Sudan：SMASESS）に変更した

い旨の要望あり。 

・ 2009 年 9 月までに、南部スーダン政府が中央 SMASESS ユニットを設置し、

常勤の中央研修講師（National Trainer：NT）4 名と常勤のコーディネーター

を配属することで合意。 

・ 南部スーダン全 10 州の中から理数科分野現職教員研修のモデル制度を構築

するための「モデル州」を設定することを合意。また、①モデル州の選定に

ついては、各州政府の教員研修に対する積極性を重視することとし、プロジ

ェクトの開始時点では、これまでに教員研修に対する州政府のイニシアティ

ブが確認できた2 Warrap 州と Eastern Equatoria 州の 2 州をモデル州として設

定すること、②プロジェクト開始から 1 年後に当方と先方で合同調整委員会

                                                        
2 Warrap 州と Eastern Equatoria 州では、JICA の支援による中核人材育成ワークショップ（2009 年 1～2 月）を受けて、州政府

が独自に予算を確保して現職教員研修を実施した（詳細計画策定調査実施時点ではこの 2 州のみ）。 
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（Joint Coordinating Committee：JCC）を開催し、プロジェクトの進捗状況や

他の州の教員研修への取り組み状況を勘案して、モデル州の追加について検

討することを確認。 

・ プロジェクトの経費負担について、①研修講師の交通費（一部）や宿泊代な

どについては JICA が負担すること、②プロジェクト事務所については先方

政府が用意する用地に、JICA 負担で事務所を設置するとすることで合意。

・ 本プロジェクトの枠組みの中で、新規教員養成課程の改善に向けて教員養成

校の教官に対して理数科分野研修を実施すること、また、プロジェクトで開

発する理数科分野のカリキュラムや教材の他の教員研修（新規教員養成や他

ドナー支援の教員研修）への活用を検討することで合意。 

 

※南部スーダン政府との協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）は付属資料

２として添付。 

 

２－２ 実施協議と討議議事録の署名 

詳細計画策定調査の結果を踏まえ、JICA スーダン駐在員事務所を通じてプロジェクトの詳細に

ついて先方と更に実施協議を重ね、プロジェクト実施について合意に至った。合意内容は討議議

事録（Record of Discussions: R/D）にまとめられ、2009 年 10 月に JICA スーダン駐在員事務所長

と南部スーダン政府教育科学技術大臣の間で署名が交わされた（署名済みの R/D を付属資料３と

して添付）。 

なお、モデル州について、南部スーダン MOEST からの要望に基づき、改めて以下のように合

意（R/D の「XI.MODEL STATES」に記載）。 

１) モデル州として、南部スーダンの 3 地域（Greater Upper Nile 地域、 Greater Bahr El Ghazal 

地域、Greater Equatoria 地域）から 1 州ずつ計 3 州を選定。 

２) モデル州の選定に際しては、南部スーダン MOEST が定める基準に基づいて行う。 

３) モデル州の追加については、プロジェクトの進捗状況を鑑みて合同調整委員会で検討する

（現時点では、プロジェクト開始 1 年後に開催することを想定）。 
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第３章 プロジェクト概要 
 

(１) プロジェクト概要 

本プロジェクトは、南部スーダンにおいて初等理数科分野の現職教員研修を実施できる中

核人材の能力強化を図るとともに、体系的に研修が実施できるモデル構築を支援することに

よって、初等教員の理数科指導力の向上をめざすものである。併せて、教員研修に関する政

策支援や新規教員養成校教官の能力向上支援も視野に入れ、初等理数科教育の基盤強化を図

っていく。 

 

(２) プロジェクト期間 

2009 年 11 月 23 日から 2012 年 11 月 22 日までの 3 年間 

 

(３) 協力相手先機関 

南部スーダン政府 教育科学技術省 

 

(４) 対象地域 

ジュバ市と「モデル州」と設定された州 

 

(５) プロジェクト目標・成果 

＜上位目標＞ 

 初等教員の理数科分野の指導力が向上する。 

 

＜プロジェクト目標＞ 

モデル教員の理数科分野の指導力が向上する。 

 

＜成果＞ 

①中央と州レベルにおいて理数科分野現職教員研修を実施するための体制が確立する。 

②州研修講師の能力が強化される。 

③モデル州においてモデル教員に対する理数科分野の研修実施体制が機能する。 

④教員研修政策と理数科分野現職教員研修に対する支援体制が強化される。 

 

(６) 投 入 

【日本側】 

・ 長期専門家：2 名（チーフアドバイザー／教員研修政策、現職教員研修マネジメント） 

・ 短期専門家：必要に応じて派遣（理数科教育など） 

・ 機材供与：コンピュータ、印刷機、車両など 

・ プロジェクト事務所整備 

・ 本邦研修、第三国研修 

・ ローカルコスト（教材費、宿泊費、交通費の一部、研修会場の改修費など） 
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【南部スーダン側】 

・ 中央研修講師（NT）、コーディネーター 

・ 州研修講師（State Trainer: ST）、中央研修講師の日当や交通費の一部 

・ プロジェクト事務所用の土地 

・ 光熱費 

・ 国内での研修会場 

 

(７) プロジェクト実施体制 

教育科学技術省内に設置された「中央現職教員研修ユニット」（SMASESS ユニット）がプ

ロジェクト活動を総括する。この SMASESS ユニットは、常勤及び非常勤の中央研修講師と

コーディネーターで構成される。その他、中央レベルでは中央運営委員会、中央技術委員会、

州レベルでは州教育調整委員会、郡教育計画委員会（County Education Planning Committee： 

CEPC）がプロジェクト運営に関与する。年に一度、日本・南部スーダン側双方で JCC を開

催する予定。 

 

(８) 研修実施体制 

以下のような研修講師と教員を選出し、中央研修講師→州研修講師、州研修講師→モデル

教員という流れで研修を実施する。 

１) 中央研修講師 

中央レベルで、理数科分野教員研修を計画・実施・評価する。 

２) 州研修講師 

南部スーダン全 10 州からそれぞれ理科教員 3 名、数学教員 3 名、視学官 1 名の計 7 名を

州研修講師として選出する。 

３) モデル教員 

モデル州それぞれにおいて 150 名程度の教員をモデル教員として選出する。彼らは、郡

（County）レベルの理数科教育における指導教員として、他の教員に対して指導・助言を行

うことが期待されている。 
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第４章 事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
 

４－１ 案件名 

（和文）南部スーダン理数科教育強化プロジェクト 

４－２ 協力概要 

（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

スーダン共和国の南部スーダンでは、2005 年の南北包括和平合意（CPA）後、国連児童

基金（UNICEF）等の支援を受け急激に就学者数が増加しており、2006 年に約 70 万人であ

った初等就学者は 2008 年には約 130 万人となっている3。一方で、増加する就学者数に対

して学校などの教育インフラや教員が不足するとともに、現在教壇に立っている教員の約

65％が教員としての研修を全く受けておらず、研修を受けた者であっても正式な教員養成

課程を経たものは少なく、教科内容の理解や教授法の習得が十分でない教員が多い。 

このように教員の質の低さが大きな課題となっているなかで、UNICEF 等は基本的な教

授技術を身に付けるための緊急措置的な研修を実施しており、また世界銀行が管理するマ

ルチドナー・トラスト・ファンドは教員研修を受けていない教員を対象とした資格付与型

教員研修の拡充を図っている。一方、教員が継続的に職能開発を行う機会は極めて限られ

ており、教員の長期的・継続的な職能成長に資する教員研修が求められている。理数科教

育に関しては、資格の有無にかかわらず教員の知識・指導力不足が顕在化しており、理数

科教育にあたる教員の指導力向上が求められている。 

このような状況を踏まえて、JICA は理数科分野での継続的な現職教員研修（INSET）に

関して支援を行ってきた。2008 年 7 月から、短期専門家派遣や 2 度のフォローアップ協力

を通して、ケニア理数科教育強化（Strengthening of Mathematics and Science Education：

SMASE）プロジェクトとも連携しながら、この分野の中核人材の育成（行政官やトレーナ

ー候補者）や研修マニュアルの作成、パイロット研修の実施などで一定の成果を上げてお

り、南部スーダン政府（Government of Southern Sudan：GOSS）からも高い評価を得ている。

こうしたなかで、初等理数科教育分野の現職教員研修の本格実施に向けて、2008 年に南

部スーダン政府から日本に対して技術協力プロジェクトの要請を受けた。これを受け、2009

年 7 月に詳細計画策定調査を実施し、先方政府とプロジェクトの枠組みなどについて協議

を行った。 

本プロジェクトでは、初等理数科分野の現職教員研修を実施できる中核人材の能力強化

を図るとともに、体系的に研修が実施できるモデル構築を支援することによって、初等教

員の理数科指導力の向上をめざすものである。併せて、教員研修に関する政策支援や新規

教員養成校教官の能力向上支援も視野に入れ、初等理数科教育の基盤強化を図っていくこ

とをめざすものである。 

 

（２）協力期間 

2009 年 11 月～2012 年 10 月（3 年間） 

                                                        
3 2006 年については UNICEF の学習スペース迅速評価（Rapid Assessment of Learning Spaces：RALS)を、2008 年については、

南部スーダン教育科学技術省の教育管理情報システム教育統計（EMIS Education Statistics 2008）を参照。 
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（３）協力総額（日本側） 

約 3.5 億円 

 

（４）協力相手先機関 

南部スーダン政府 教育科学技術省 

 

（５）国内協力機関 

なし 

 

（６）裨益対象者及び規模、等 

【裨益対象者】中央研修講師（常勤及び非常勤）・コーディネーター 9 名 

州研修講師       70 名 

モデル教員  約 450 名 

【対象地域】ジュバ市とモデル 3 州4 

 

４－３ 協力の必要性・位置づけ 

（１） 現状と問題点 

 南部スーダンにおける初等理数科分野の現職教員研修に関する課題としては以下の

点が挙げられ、今後改善に向けて取り組んでいくことが求められている。 

・ 中央の教育科学技術省内に教員研修全般を所掌する部局はあるが、南部全州におけ

る理数科分野の現職教員研修事業を統括・監督するだけの体制になっておらず、研

修実施運営能力に課題がある。 

・ これまでの協力のなかで、州レベルの研修講師が選定され、州政府独自の取り組み

として、短期間のパイロット研修が試行されたが、研修講師の能力や資格に課題が

見受けられる。 

・ 州によっては、州政府の現職教員研修の意義・重要性に対する理解が十分とはいえ

ず、州研修講師の選定やパイロット研修の実施の際に十分な支援を得られない場合

が見受けられた。 

・ 教員研修に関する政策・計画が策定中の段階にあり、さまざまな教員研修事業が乱

立している状況にある。今後、教員研修全体の計画策定支援の視野に入れつつ、他

援助機関とも調整のうえ、協力を進めていく必要がある。 

・ 南部スーダンにおいて教員の質が低い大きな要因としては、新規教員養成課程が十

分に機能しておらず、教員としての適切な教育を受けないまま教壇に立つ教員が極

めて多数を占めていることにある。今後、初等教員の理数科の指導力を高めるため

には、現職教員研修の制度化と並行して、新規教員養成課程の改善も取り組んでい

く必要があり、具体的には、教員養成校の建設や養成校教官の能力強化が喫緊の課

題となっている。 

 

                                                        
4 モデル州については、プロジェクトの進捗状況や各州のオーナーシップ・実施体制、治安状況等を鑑みて協力期間中に拡大・

縮小する可能性がある。 
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（２） 相手国政府国家政策上の位置づけ 

 南部スーダン政府が 2008 年 4 月に策定した「優先支出事項及び資金需要」（Expenditure 

Priorities & Funding Needs）において、2008～2011 年の期間に優先的に取り組む 6 つの課

題の 1 つとして基礎教育が位置づけられており、さらに教員研修に関して研修を受けた

教員の割合を増加させることが目標とされている。また、南部スーダン政府の 2010～

2012 年の教育セクター予算計画案において、「教員研修」が最重要課題の 1 つとして位

置づけられている。 

さらに、教育科学技術省の政策ビジョン（Policy Framework）として、教員の質を改善

し、科学とテクノロジーへのアクセスと日常生活での応用を推進することが目標とされ

ており、これに向けての戦略として、教材開発、基礎教育の強化、質の高いカリキュラ

ム開発が掲げられている。 

 

（３） わが国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画の位置づけ（プログラムにおける位置

づけ） 

 JICA の対スーダン国別事業実施計画において基礎生活向上（BHN）支援が援助重点

分野として掲げられており、本プロジェクトはその中において「基礎教育・職業訓練支

援プログラム」の一事業として位置づけられている。 

 2008 年 5 月に横浜で開催された第 4 回アフリカ開発会議（Tokyo International 

Conference on African Development：TICADⅣ）で策定された「横浜行動計画」において、

｢アフリカ地域で 10 万人を対象とした教員研修の実施する｣という具体的な目標が掲げ

られており、本プロジェクトはこの目標の達成に貢献する事業として位置づけられる。

４－４ 協力の枠組み 

〔主な項目〕 

(１) 協力の目標（アウトカム） 

１) 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

【プロジェクト目標】 

モデル教員の理数科分野の指導力が向上する。 

＜指標・目標値＞ 

ケニア SMASE プロジェクトで開発された以下の指標をスーダン用に部分的に改

良して5、モデル教員の指導力の向上を確認する（目標値についてはニーズ調査後、

設定する）。 

・ 授業改善指標6 

・ 授業観察指標7 

・ ASEI-PDSI チェックリスト8 

                                                        
5 同プロジェクトでは、教員の態度の変化、教授法の質の向上などに関してモニタリング･評価指標を開発しており、他の類似
プロジェクトにおいても同指標が活用されている。いずれの指標も個々の質問に 0－4 の 5 段階で評価する。 

6 「授業改善指標」（Lesson Innovation Index）とは、授業に対する教員の態度や考え方がどのように変化したかを測るツール。
授業の目的、考え方の質、学習の質などに関する教員の意識や考え方を教員自身に尋ねるもの。 

7 「授業観察指標」（Lesson Observation Index）は、「授業目標が適切に示されているか」、「黒板の使い方は適切か」、「すべて
の生徒が活動に参加するように目を配っているか」などの点について、中央研修講師が授業の質を評価するもの。 

8 「ASEI-PDSI チェックリスト」は、授業中の生徒の活動（Activities）、生徒中心（Student-centered）、実習活動（Experiment）、
工夫（Improvisation）の観点から授業の質を測るとともに、教員の授業に対する取り組み方について、計画（Plan）－実施（Do）
－振り返り（See）－改善（Improvement）といった行動様式がとられているかを測るもの。 
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２）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

【上位目標】 

初等教員の理数科分野の指導力が向上する。 

＜指標・目標値＞ 

プロジェクト目標の指標と同じものを用いて、モデル州の初等教員の理数科に係る

指導力の向上を測定する（サンプル調査）。 

  

(２) 成果（アウトプット）と活動 

①成果１：中央と州レベルにおいて理数科分野現職教員研修を実施するための体制が確立

する。 

[指標・目標値] 

・ 8 名の中央研修講師（常勤・非常勤）が育成される。 

・ 常勤の中央研修講師 4 名とコーディネーター1 名がプロジェクト活動に従事する。 

・ 70 名の州研修講師がプロジェクト活動に従事する。 

[活動] 

1-1 中央研修講師、コーディネーター、州研修講師の TOR と選定基準を設定する 

1-2 中央現職教員研修ユニットの事務所を整備する 

1-3 常勤の中央研修講師とコーディネーターを配置する 

1-4 アドバイザリーチームとして非常勤の中央研修講師を配置する 

1-5 中央研修講師への研修を実施する 

1-6 各州教育省が州研修講師を選定する 

 

② 成果２：州研修講師の能力が強化される 

[指標・目標値] 

・ 70 名の州研修講師が育成される。 

・ 研修実施能力指標で研修の質を測る（本指標開発後、目標指標を設定する） 

[活動] 

2-1 中央研修講師が州研修講師向けの研修教材を改良・開発する 

2-2 中央研修講師が州研修講師向けの研修モニタリング・評価ツールを開発する 

2-3 中央研修講師が州研修講師に対して研修を実施する 

2-4 中央研修講師が州研修講師向けの研修についてモニタリング・評価を実施する  

 

③ 成果３：モデル州においてモデル教員に対する理数科分野の研修実施体制が機能する 

[指標・目標値] 

・ 3 回分のモデル教員向けの研修教材が開発される。 

・ モデル教員向けの研修の質を確認するための「研修実施能力指標」、モデル教員の

指導力を測る「授業改善指標」「授業観察指標」「ASEI-PDSI チェックリスト」が開

発される。 

・ モデル教員に対する研修が 3 回実施される。 

・ 研修実施能力指標でモデル教員向けの研修の質を測る（本指標開発後、目標指標を
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設定する） 

[活動] 

3-1 中央現職教員研修ユニットがモデル州の選定基準を設定し、同州を選定する 

3-2 各州政府がモデル教員の選定基準を設定し、同教員を選定する 

3-3 中央研修講師がモデル州においてニーズ調査を実施する 

3-4 中央研修講師がモデル教員向けの研修教材を開発する 

3-5 中央研修講師がモデル教員向けの研修モニタリング・評価ツールを開発する 

3-6 中央現職教員研修ユニットがモデル教員向けの教材を印刷・製本し、モデル州に

配布する 

3-7 州研修講師がモデル教員向けの研修を実施する 

3-8 中央研修講師がモデル教員向けの研修についてモニタリング・評価を実施する 

 

④ 成果４：教員研修政策と理数科分野の現職教員研修に対する支援体制が強化される 

[指標・目標値] 

・ 本プロジェクトの活動と経験が教員研修政策やプログラムに組み込まれる。 

・ 啓発ワークショップに 3 年間で延べ 600 名以上が参加する。 

・ 30 名の教員養成校の理数科担当教官が育成される。 

・ ニュースレターが 6 回以上、発行される。 

[活動] 

4-1 教員研修に係る現行の政策・計画をレビューする。 

4-2 教員研修に係る他の事業とも調整をしながら、教員研修に係る政策・計画策定を

支援する 

4-3 中央研修講師が教員養成校の教官に対する研修を実施する 

4-4 初等学校校長やその他の関係者に対して啓発ワークショップを実施する 

4-5 メディア等を通じプロジェクト活動の広報を推進する。 

 

(３) 投入（インプット） 

①日本側（総額 350,000 千円） 

・ 長期専門家：2 名（教員研修政策、現職教員研修マネジメント） 

・ 短期専門家：必要に応じて派遣（理数科教育など） 

・ 機材供与：コンピュータ、印刷機、車両など 

・ プロジェクト事務所整備 

・ 本邦研修、第三国研修 

・ ローカルコスト（教材費、宿泊費、交通費の一部、研修会場の改修費など） 

 

② 南部スーダン政府側（総額 53,000 千円） 

・ 中央研修講師、コーディネーター 

・ 州研修講師、中央研修講師の日当や交通費の一部 

・ プロジェクト事務所用の土地 

・ 光熱費 
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・ 国内での研修会場 

 

(４) 外部要因（満たされるべき外部条件） 

１）プロジェクトの前提条件  

   ・ 南部スーダン政府及び州教育省の教員研修に係る政策が変更されない。 

２）プロジェクト実施上の外部条件 

上位目標を達成するための外部条件 

   ・ モデル教員が研修で得た内容を他の教員に対して普及する。 

プロジェクト目標を達成するための外部条件 

・ モデル教員が教職を離職しない。 

・ 南部スーダン政府の歳入が大幅に減少しない。 

・ 総選挙や住民投票などがプロジェクトの進捗に影響を与えない。 

・ 政府関係者の人事異動が頻繁に起きない。 

期待される成果が達成されるための外部条件 

・ 中央及び州研修講師が辞職しない。 

・ 南部スーダン政府が負担する費用の支払いが滞りなく行われる。 

・ 理数科教育強化･アフリカ域内ネットワーク（Strengthening Mathematics and Science 

Education in West, East, Central, and Southern Africa：SMASE-WECSA）が本プロジェク

トへの 支援を継続する。 

４－５ 評価 5 項目による評価結果 

(１) 妥当性 

  本案件は以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

・ 南部スーダンにおいては教員の約 65％が教員としての研修を全く受けておらず、研修

を受けた者であっても正式な教員養成課程を経た者は少ないことから、教員研修を通じ

た教員の質の改善が重要課題と位置づけられている。また、南部スーダン政府は科学技

術の振興に向けた教育制度の整備を検討しており、基礎教育における理数科教育の促進

をめざしている。このように理数科分野の教員研修は南部スーダンのニーズに合致して

いるといえる。 

・ 本プロジェクトでは教員研修を受けた経験のある教員に対して継続的な職能開発の機

会を提供することをめざしており、UNICEF 等が実施する緊急措置的な教員研修や世界

銀行が管理するマルチドナー・トラスト・ファンドが支援する資格付与型教員研修と相

互補完的に作用することによって、南部スーダンにおける教員の質の向上に向けたシナ

ジー効果が期待できる。 

・ 南部スーダンの 2010～2012 年の教育分野のセクター予算計画案において、「学習環境改

善」「代替教育制度の促進」「教師教育・開発」「教育関係者の能力強化」が優先課題と

されており、このなかでも「教師教育」と「学習環境の改善」の重要性がうたわれてい

る。 

・ JICA の対スーダン重点支援分野として基礎生活向上（BHN）の支援が掲げられており、

本プロジェクトはそのなかで「基礎教育・職業訓練支援プログラム」の一事業として位

置づけられている。2008 年 5 月に横浜で開催された第 4 回アフリカ開発会議（TICAD
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Ⅳ）で策定された「横浜行動計画」において、｢アフリカ地域で 10 万人を対象とした教

員研修の実施する｣という具体的な目標が掲げられており、本プロジェクトはこの目標

の達成に貢献する事業として位置づけられる。 

・ 本プロジェクトにおいては教員研修事業に対する州政府のイニシアティブが確認でき

る州をモデル州として設定する予定であり、現職教員研修に関するモデル制度構築を図

る州としては適切である。 

 

(２) 有効性 

本案件は以下の理由から有効性が見込まれる。 

・ モデル教員の指導力向上のためには、同教員に対して効果的な研修を継続的に実施して

いく必要があるが、そのためには中央レベルに現職教員研修を総括する組織を設置する

ことや、中央・州レベルの研修講師を選定し、その能力強化を行うことが前提となる。

その意味で、実施体制の構築（成果１）、州研修講師の能力強化（成果２）、モデル教員

への研修実施（成果３）という組み合わせはプロジェクト目標の達成のために不可欠で

ある。 

・ 現職教員研修が円滑に実施されるためには、教員研修に関する政策が整備されることや

教員をとりまく関係者が教員研修の意義を理解し、支援を行うことも必要である。その

意味で、教員研修実施のための支援体制の構築（成果４）を組み入れることはプロジェ

クト目標の達成のために有効である。 

 

(３) 効率性 

本案件は以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 

・ JICA はアフリカ地域で理数科分野の協力経験を蓄積しており、ケニア SMASE プロジ

ェクトを中心としてアフリカ域内協力を展開している。本案件は、この既存の知識・経

験のネットワークを活用することにより、効率的に実施することが可能である。 

・ 今回、南部スーダン内の研修場所として既存の初等学校や教員養成校を活用するため、

新規に建物を建設する必要はない。 

 

(４) インパクト 

本案件のインパクトは以下のように予測できる。 

・ プロジェクト目標であるモデル教員の能力強化が達成されれば、州政府や各初等学校の

イニシアティブによってモデル教員から他の初等教員への知識・技術の指導・共有が行

われ、上位目標「初等教員の理数科分野の指導力が向上する」が実現することが期待で

きる。その理由としては、１）モデル教員を他の初等教員のメンター（指導教員）とし

て位置づけていること、２）活動のなかに校長や他の教育関係者への啓発ワークショッ

プを組み入れており、モデル教員が各校で指導活動を行ううえでの支援体制が整うこと

が見込まれること、３）2009 年詳細計画策定調査時に地方の教育現場を視察した際、

研修を受けた教員が研修後に所属学校内で他の教員に対して指導を行っている事例が

確認されていること、が挙げられる。 

・ 本案件により開発される理数科分野の現職教員研修の教材やモニタリング・評価が、南
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部スーダン内で実施される他の教員研修プログラム（資格付与型現職教員研修や新規教

員養成）に活用されることが見込まれている。この点について、南部スーダン政府の意

向を確認しており、本案件の活動計画にもこのインパクトを促進する活動が組み込まれ

ている（成果４内の活動）。日本はコミュニティ開発無償（UNHCR 経由）によって教

員養成校や付属校の建設を行っており、同案件と連携することによって、新規教員養成

課程への波及効果が期待できる。 

・ 本案件によりモデル州における初等教員の理数科教員の指導力が向上すれば、それが引

き金となり、他の州における教員研修に対する意識や積極性が高まることが期待でき

る。 

・ 理数科分野の現職教員研修のモデル制度が確立すれば、このモデルを参考にして他の教

科の現職教員研修の制度化も可能となる。 

 

(５) 自立発展性 

以下のとおり、政策面や技術面の観点からは自立発展性が見込まれるが、財政面・組織面

に自立発展性が阻害される要因がみられる。 

【政策面】今後、本案件の実施と並行して南部スーダン政府内で教員研修に関する政策がレ

ビューされることが見込まれており、本案件がその政策のなかに明確に位置づけられるこ

とが期待できる。 

【技術面】モデル州における州研修講師からモデル教員へ研修を行う際に、南部スーダン政

府が現職教員研修の拠点として計画している郡教育センター（County Education Centre：

CEC）を可能な限り活用する予定である。CEC は現在他ドナーの支援によってハード面・

ソフト面で整備が進められており、今後 CEC が機能していけば、各州における一般教員

への技術普及が円滑に実施されると期待できる。 

【財政面】2010～2012 年の予算計画案においては、先方教育科学技術省の予算に本プロジェ

クトに関する経費が計上されており、今後承認される予定である。また、研修講師の日当

や交通費の一部について先方負担事項としており、この点は自立発展性に貢献する要因で

ある。他方で、南部スーダンの政府の歳入は原油の収入に大きく依存しているため、原油

価格が大幅に下落すれば予算が配賦されない可能性がある。 

【組織面】 

・ モデル州の選定基準の一つとして、「2008 年 7 月～2009 年 5 月の間実施した短期専門家

派遣やフォローアップ協力を受けて、各々の州のイニシアティブの下でパイロット教員

研修を実施している」という基準を設けることを想定しており、教員研修に対する主体

性・積極性が高い州がモデル州として選定されることとなっている。 

・ 本案件では中央政府レベルと州政府レベルにおいて、理数科の現職教員研修を実施する

うえで必要な体制づくりを予定していることから、組織面での自立発展性は事業を通し

て確保されることが期待できる。 

・ プロジェクト活動に州の教育関係者（行政官や校長など）に対する啓発ワークショップ

を組み込むことで、中央のみならず州レベルにおいて理数科現職教員研修に対する主体

性・積極性を醸成する仕組みとなっており、プロジェクト終了後も州教育関係者の支援

により、州レベルで理数科現職教員研修が継続実施されることが期待できる。 
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・ 2010 年 4 月ごろに大統領選挙や中央・地方での総選挙が、2011 年には南部の独立を問う

住民投票が予定されており、プロジェクト期間中に政治体制が大きく変わり、その影響

を受けて現在想定しているプロジェクト実施体制に影響を受ける可能性がある。 

４－６ 貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

本案件では、以下のようにジェンダーや平和構築を考慮した枠組みとしている。 

・ 研修講師の選定方法のなかに、ジェンダーバランスを考慮する点を盛り込んでいる。 

・ モデル州の選定の際には、地域的な偏りがないように留意する。 

４－７ 過去の類似案件からの教訓の活用 

アフリカ地域では、理数科教育改善をめざした SMASE 関連プロジェクトが 10 カ国で展開中

（2009 年 7 月末現在）であり、それらの類似プロジェクトで得られた教訓が本プロジェクトの

計画においても活用されている。具体的には以下のとおり。 

・ （教訓）アフリカにおける教育改善のアプローチとして、現職教員を通じて教員の態度変

容を図り、彼らの教室現場における教授手法を改善することが有効であること。 

（活用方法）授業改善方法に主眼を置いた現職教員研修を実施予定。 

・ 第三国のリソースを活用することで、効率的・効果的に事業を実施できること。 

（活用方法）ケニアでの第三国研修やケニア人専門家による技術指導を投入予定。 

・ 相手国のオーナーシップを高めるためにも、また自立発展性を確保するためにも、教員

研修の実施経費（講師の日当、参加者の宿泊費・交通費など）は極力先方負担とすること

が望ましいこと。 

（活用方法）講師の日当や講師・参加者の交通費（一部例外あり）を先方負担としている。

４－８ 今後の評価計画 

・ ニーズ調査9（2010 年 3～4 月） 

・ 中間レビュー調査（2011 年 7 月） 

・ 終了時評価調査（2012 年 7 月） 

・ 事後評価調査（2015 年 9 月） 

 

 

                                                        
9 各指標のベースライン調査も兼ねる。 



 

 

 

 

 

付 属 資 料 

 

 

１ 詳細計画策定調査現地報告書 

２ 詳細計画策定調査に係る先方政府との協議議事録（M/M） 

３ 討議議事録（R/D） 

４ 南部スーダン教育概要 
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平成 21 年 7 月 15 日 

 

南部スーダン理数科教育強化プロジェクト 

詳細計画策定調査 現地報告書 

 

団長・総括  石原 伸一 

教員研修    松本 知子 

広域協力   長沼 啓一 

理数科教育  Masoka NDELA  

協力企画   徳田 真人 

  

１． 調査目的 

1) 要請内容を確認するとともに、南部スーダンにおける教員研修及び教員養成の現状や先方政

府の今後の展望について情報収集を行う。 

2) プロジェクトのデザイン（目標、成果、活動、協力期間、対象地域、実施体制、活動内容、

必要経費など）に関して、当方案に基づき協議を行い、先方政府との合意形成を図る。 

3) 南部スーダンの教育セクターを支援する他ドナーに対して JICA プロジェクトの方向性を説

明するとともに、今後の役割分担・連携の方向性について意見交換を行う。 

 

２． 調査団員 

石原 伸一 総括 JICA 人間開発部基礎教育第二課 課長 7 月 6 日～ 

7 月 19 日 

松本 知子 教育研修 JICA 人間開発部基礎教育第二課 Jr.専

門員 

7 月 6 日～ 

7 月 19 日 

徳田 真人 協力企画 JICA 人間開発部基礎教育第二課 職員 7 月 6 日～ 

7 月 19 日 

長沼 啓一 広域協力 ケニア SMASE プロジェクト専門家（チ

ーフアドバイザー） 

7 月 7 日～ 

7 月 11 日 

Mr.Masoka 理数科教育 National Trainer, Center for Mathematics, 

Science and Technology Education in 

Africa（CEMASTEA、ケニア） 

7 月 9 日～ 

7 月 16 日 

 

３． 調査日程 

別添資料１を参照。 

 

４． 調査結果 

調査団は、南部スーダン政府（GOSS）の教育科学技術省との協議を通じ、ミニッツ（別添資

料２）にある記載事項を合意した。主な合意事項は以下のとおり。 
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(１)  プロジェクトの枠組み 

① プロジェクト名称： 

英文：Strengthening Mathematics and Science Education in Southern Sudan (SMASESS) 

和文：南部スーダン理数科教育強化プロジェクト 

※ 今回の調査中に先方政府より上記のようにプロジェクト名称を変更したい旨の要望が提示

された。詳細については、5-1 を参照。 

② プロジェクト期間： 3 年間 

③ 対象レベル・教科： 初等理数科 

④ 対象地域：モデル州（Warrap 州、Eastern Equatiria 州）を中心とする南部スーダン  

（モデル州に関しては、5-4 を参照） 

⑤ ターゲットグループ： 

 中央研修講師        8 人（専任 4 人、兼任 4 人） 

 コーディネーター      1 人   

 州研修講師         70 人（南部全 10 州から各 7 人） 

 現職の初等教員（モデル教員）200～300 人（モデル州を 2 州として想定） 

 教員養成校教官       24 人 

 

※ モデル州では、現職教員の中で指導教員となるような人材（＝モデル教員）を対象として

研修を実施する（モデル教員については、(3)を参照）。 

※ 本プロジェクトでは現職教員を一義的なターゲットとしつつも、先方政府から強い要望を

受けて教員養成校の教官もターゲットに含めることとする（5-6 を参照）。 

 

(２)  PDM 要約 

① 上位目標： 初等教員の理数科分野の指導力が向上する。 

② プロジェクト目標： モデル教員の理数科分野の指導力が向上する。 

③ 成果： 

【成果 1】中央と州レベルで SMASESS 研修を実施するための組織が構築される。 

【成果 2】州研修講師の能力が強化される。 

【成果 3】モデル州においてモデル教員に対する理数科分野の研修実施体制が機能する。 

【成果 4】教員研修政策と SMASESS 研修に対する支援体制が強化される。 

（※「SMASESS 研修」とは南部スーダンにおける理数科分野現職教員研修を指す。） 

④ 投入 

 【日本側】 

 長期専門家（教員研修政策、INSET マネージメントの 2 人） 

 短期専門家（理数科教育など） 

 プロジェクト・研修に必要な資機材 

 日本あるいは第三国における研修 

【南部スーダン側】 

 中央研修講師、コーディネーター、地方研修講師 
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 プロジェクト事務所用の用地 

 研修会場 

 

(３)  研修システム 

 以下のような研修講師と教員を選出し、中央研修講師→州研修講師、州研修講師→モデル教員

という流れで研修を実施する。 

①中央研修講師 

理数科分野の現職教員研修に関して中央レベルで実施・運営・評価する。 

②州研修講師 

南部スーダン全 10 州からそれぞれ、理科教員 3 人、数学教員 3 人、視学官 1 人の計 7 人を州

研修講師として選出する。 

③モデル教員 

モデル州それぞれにおいて 100～150 人の教員をモデル教員として選出する。彼らは、郡

（County）レベルの理数科教育における指導教員として、他の教員に対して指導・助言を行

うことが期待される（モデル州の選定については、Ⅲ‐４を参照のこと）。 

その他、中央研修講師による教員養成校の教官（24 人程度）向けの研修も実施予定である。 

 

(４)  プロジェクト運営体制 

GOSS 教育科学技術省内に中央現職教員研修ユニット（SMASESS ユニット）を設置し、ここが

プロジェクト活動を総括する。この中央 INSET ユニットは、常勤及び非常勤の中央研修講師とコ

ーディネーターで構成される（専門家はこのユニットに配属予定）。その他、中央レベルでは中央

運営委員会、中央技術委員会、州レベルでは州教育調整委員会、郡教育計画委員会がプロジェク

ト運営に関与する。なお、年に一度、日本側と南部スーダン側で合同調整委員会（JCC）を開催

する予定。 

 

５． 主な協議事項 

１． プロジェクト名称 

 先方政府より、プロジェクト名称を要請書上の名称「Science and Mathematics Teachers Training」

から「Strengthening Mathematics and Science Education in Southern Sudan (SMASESS)」に変更した

いとの要望があった。これを受けて、調査団が帰国後にこの点について外務省や JICA 本部と協

議を行い、所定の手続きを経て名称変更を検討することをミニッツに記載した。名称変更の理由

としては、昨年 8 月にケニア SMASE の支援を得て実施した戦略策定ワークショップで JICA 支援

による理数科教員研修を「SMASESS」と呼ぶことが提案され、現在この名称が先方教育省内で定

着しているため。 

 

２． 今回のプロジェクトの位置づけ 

 今回の 3 年間の協力では、今後の理数科分野現職教員研修の全国展開を見据えた基盤づくりを

目指すということで双方合意。具体的には、１）中央 SMASESS ユニットの構築、２）中核人材

（中央研修講師・州研修講師・モデル教員）の能力強化、３）モデル州における SMASESS 活動

のメカニズムの構築。 
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３． 中央 SMASESS ユニット 

 2009 年 9 月までに、南部スーダン政府が中央 SMASESS ユニットを設置し、常勤の中央研修講

師 4 人と常勤のコーディネーターを配属することで合意。これら SMASESS ユニットのメンバー

は、プロジェクト開始前の 2009 年 10 月 19 日～11 月 6 日、ケニアのアフリカ理数科・技術教育

センター（CEMASTEA）で実施される第三国研修に参加する予定。 

 

４． モデル州の選定 

 本プロジェクトでは、南部スーダン 10 州の中から理数科分野現職教員研修のモデル制度を構築

するための「モデル州」を設定する。このモデル州においては、州研修講師によるモデル教員へ

の研修の実施、研修に必要な資材の供与、また中央 SMASESS ユニットによるモニタリング・評

価を実施する予定（PDM の成果３に該当）。 

モデル州の選定については、各州政府の教員研修に対する積極性を重視することとし、プロジ

ェクトの開始時点では、これまでに教員研修に対する州政府のイニシアティブが確認できた
1Warrap 州と Eastern Equatoria 州の 2 州をモデル州として設定することとする。なお、プロジェク

ト開始から 1 年後に我が方と先方で合同調整委員会を開催する予定であり、その際にプロジェク

トの進捗状況や他の州の教員研修への取り組み状況を勘案して、モデル州の追加について検討す

る。 

 

５． プロジェクト経費のシェアリング 

 他の SMASE プロジェクトにおけるコストシェアリング方法を参考にしながら先方政府と協議

を行ったが、先の石油価格の下落から先方政府の財政が逼迫していることを鑑みて、通常 SMASE

型プロジェクトで先方負担とする経費の一部を JICA 側で負担することとした。具体的には、研

修講師の交通費（一部）や宿泊代など。プロジェクト事務所についても、先方教育省内の既存の

建物内には確保が難しいとのことを受けて、先方政府が用意する用地に、JICA 負担で事務所を設

置することで合意した。 

 

６． 新規教員養成への関与 

 本プロジェクトでは現職教員研修に焦点を当てているが、南部スーダン内においては新規教員

養成課程も十分に機能していないことを受けて、本プロジェクトで１）教員養成校の教官に対し

て理数科分野研修を実施すること、２）プロジェクトで開発する理数科分野のカリキュラムや教

材を新規教員養成を含む他の教員研修へ活用していくことを検討することが先方政府から要請が

あり、活動に追加した（PDM の活動 4-2、4-3 に該当）。 

  

６． 留意事項、フォローアップ 

 以下事項について留意が必要である。プロジェクト開始までに適宜フォローすることを JICA

事務所に依頼する。 

                                                        
1 Warrap 州と Eastern Equatoria 州では、JICA の支援による中核人材育成 WS（2009 年 1-2 月）を受けて、州政府が独自に予算

を確保して現職教員研修を実施した。全 10 州のなかでこのように州政府のイニシアティブのもと研修が実施されたのはこの 2
州のみである。 
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・ 討議議事録（R/D）締結に向けて、プロジェクト経費の積算を先方政府とともに行う。 

・ 常勤の中央研修講師 4 人とコーディネーター1 人が中央 SMASESS ユニット内に配属されるよ

う先方政府に働きかける。 

・ プロジェクト事務所設置のための土地が確保されるよう先方政府に働きかける。その際、教

育省からの距離や水道・電気といったインフラの整備状況も鑑みて、適切な場所に土地が確

保されるように留意する。 

 

 

７． 調査総括（団長所感） 

本プロジェクトは、理数科を切り口として、初等レベルの現職教員の指導力の向上を目指す

ものであるが、南部スーダンにおいて、全体の教員研修制度の構築を開始しようという初期段階

にあることから、教師教育全体を見渡しつつ、以下の視点をもって取り組んでいくことが必要で

あると考える。 

・ 新規教員養成・現職教員研修の両方に資する教員研修の核となる人材（中央、州レベルの研

修講師、モデル教員）を育成することが喫緊の課題であり、まずは Critical Mass（十分な人

材基盤）づくりが先決。 

・ 本プロジェクト活動が着実に実施できるよう先方の体制・人材の能力強化を支援するとと

もに、多少、活動計画が遅延しても、先方の状況、力量に応じて柔軟に対応していく必要

がある。 

・ プロジェクト対象のモデル 2 州においては、現場レベルで経済的・効果的な教員研修の実施

方法を試行し、現場の知見・教訓をモデル州以外にも経験共有できるよう仕向けていくこ

とが大切。 

・ 現場レベルにおいては、校長、コミュニティといった学校運営委員会の役割が重要であり、

例えば、ユニセフ等が実施している学校運営委員会の研修において、一部、現職教員研修

のコマを組み込んでもらうなど、最小限の力で最大限の効果をねらう戦略が必要。 

・ 日本のコミュニティ開発支援無償（UNHCR 経由）で建設予定の教員養成校との連携・活用・

支援も意識的に視野に入れ、日本全体として取り組んでいく必要がある。具体的には、同

教員養成校の理数科教官の指導法にかかる能力強化、プロジェクトで開発した現職教員向

けの理数科教材を新規教員養成の教材への取り込み、現職教員研修の会場としての活用、な

どが考えられる。また、教育省は、本プロジェクトのカウンターパート機関にあたるユニ

ットをジュバの教員養成校の建設後、移転（2011 年頃を想定）させることを考えており、教

員養成校の建設・活動の進捗を注視していく必要がある。 

・ 現在、南部スーダン教育省が教員研修を受講していない教員を対象とした資格付与型の現

職教員研修プロジェクトを計画中であるが、先方関係者が「現職教員研修」といえば、本プ

ロジェクトを思い浮かべる状況にある。他方、我が国のプロジェクトは他の教員へ指導でき

る力を身につけさせるモデル教員の育成を支援するものであり、目的・対象者が異なって

いる。今後教員研修制度を設計していくなかで両プロジェクトの位置づけを明確にし、先

方関係者内で両プロジェクトの混乱をきたさないよう整理しておく必要がある。 

 

また、教員研修制度の構築の初期段階にある南部スーダンでは、教育省内の政治的な人事の
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影響や現場レベルでの実施には治安の面で日本人専門家の活動が制約されるなど課題も多い。本

プロジェクト対象のモデル 2 州（Warrap 州、Eastern Equatoria 州）も現時点では本部決裁を必要

とする地域であるが、安全面に配慮しつつも、効果的な活動ができるよう、安全管理の担当部署

とも協議しつつ、対応策を検討していきたいと考える。 

 今回の調査団にケニア SMASE プロジェクト実施機関の中央研修講師からの参団があったが、

先方との協議において「アフリカの教員は不満ばかりを言うが、まずは、教員自身、自分たちが

できることを考え、実践し、自分たちが変わっていく意識変革が必要である。ケニアの教員研修

では、最初のコマに教員の態度変容のセッションを設けており、本セッションは南部スーダンに

おいても有益ではないか。また、子供が授業を受けてどのように変化をしていくのかという視点

をもって教員研修に取り組んでいくことが重要」と発言した際、南部スーダン教育省関係者も大

きくうなずいていたことが印象的であった。現在、ケニアをはじめアフリカで先行するアフリカ

の教員研修プロジェクトの知見や人材リソースを活用し、アフリカ内での経験の共有を図ってい

るが、本プロジェクトにおいても有効であると感じた。 

今回の調査中、教育省の担当局長、課長は、世銀や USAID のミッションやワークショップ等

の対応に忙殺されているなか、本調査団へ真摯な対応がなされた。この背景には、これまでのケ

ニア SMASE からの支援や短期専門家の活動振り、及びフォローアップ協力が非常に高く評価さ

れており、JICA の協力に対する信頼感の高さを感じた。 

 昨年の 3 月に調査団で訪問してから、短期専門家、ケニア SMASE でのワークショップ・研修

等を通じ中央や州の教育省関係者の意識は高まってきており、着実に前に進んでいることを感じ

た。このように着実に前に進んできたのは、スーダン駐在員事務所関係者がしっかりとフォロー

し、タイムリーに手を打ってきていることが大きく、現場感覚の大切さを再認識した。 

最後に本調査に多大な協力をいただいた事務所関係者、フォローアップ専門家に感謝申し上

げたい。今後、プロジェクト開始前、そして、プロジェクト開始後も多くの課題に直面すること

が予想されるが、引き続き事務所とともに知恵を絞りながら、取り組んでいきたいと考える。 

 

８． 今後のスケジュール 

2009 年 8 月 事前評価表の決裁 
2009 年 9 月 実施協議・R/D 署名 
2009 年 9 月～10 月 実施計画書の決裁 

専門家確保の手続き開始 
2009 年 11 月 プロジェクト開始 

以上   

【別添資料】 

1. 調査日程 

2. 研修実施図 

3. 東エクアトリア州トリット市出張報告 
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別添資料３ 

東エクアトリア州トリット市出張報告 

 

１． 日程 

2009 年 7 月 10 日（金） 

 

２． 出張目的 

・ 南部スーダンの地方都市における教育現場の視察 

・ JICA 支援によるナイロビ研修を踏まえたパイロット教員研修の事後調査 

 

３． 視察先 

・ 東エクアトリア州教育省 

・ Torit 市内 Secondary School 訪問 

・ Torit 市内 Primary School 訪問（Dr. John Grang Memorial School, ST Theresa Primary School, Torit 

Model Basic Primary School, Torit East Primary School） 

・ トリット郡教育事務所（County Education Office）訪問 

 

４． 同行者 

【南部スーダン政府教育科学技術省】  

Mr. Edward Kokole Juma, Ag. Director General for Quality Promotion and Innovation 

【JICA ジュバフィールドオフィス】 

玉利清隆企画調査員、中村恵理企画調査員 

 

５． 視察概要 

１） 東エクアトリア州教育省表敬 

先方からは General Education 局長（州教育大臣代行）のほか 2 人が出席。州教育省側の発言の骨

子は以下のとおり。 

ア） 東エクアトリア州教育省の概要 

・ 非常勤も含めて 50 名が勤務 

・ 州内には 306 の学校があり、3000 名の教員 

・ 郡教育センター（CEC）は州内に２つ存在するが、トリット市から離れたところにある。 

イ） パイロット教員研修 

・ 当初 3 月に実施を予定していたが、予算が確保できず、実施できていなかった。 

・ ようやく Catholic Relief Service（CRS）という NGO の支援を受けて 7 月に実施できた。 

・ 州内の 3 郡から 51 人の現職教員が参加（州内には全部で 10 州）。 

・ 8 月に 2 回目の教員研修を実施することを計画中（40 人程度の参加者を想定）。 

ウ） JICA に対する要望 

・ 州の教員研修事業に対する資金援助 

・ 既存の CEC の施設整備（学生寮、教官のための住宅、実験室、リソースセンター） 
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・ 州教育省に対して事務機器の提供（コンピューター等） 

・ 研修や専門家派遣による技術指導を通して、州研修講師と州教育省職員の能力強化 

・ 州研修講師が指導の際に参照できるような資料の提供（CEC に対して） 

エ） その他 

・ 東エクアトリア州には JICA 支援によるナイロビ研修で育成された 7 名のほかに、10 名ほど

の州研修講師を確保しており、人員的には問題ない。問題なのは、教員研修実施のための資

金である。 

・ これまでは、教員研修実施のための資金は NGO に頼っている。中央の教育省から供与される

資金では州政府の運営費さえ賄えない状況である。 

 

  

↑東エクアトリア州教育省事務所    ↑東エクアトリア州教育省表敬 

 

２） Torit 市内 Secondary School 視察 

簡単に授業風景を視察。 

  

↑授業を視察              ↑学校風景 

 

 

 

３） Dr. John Grang Memorial School（初等学校）視察 

東エクアトリア州におけるパイロット教員研修の会場となった初等学校を訪問。同校の校長から

聴取した情報は以下のとおり。 

・ 州政府によって建設。 
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・ 児童は 450 名、教員は 10 名、教室は 8 つ。 

・ 教員が足らず、州政府に教員の増加を申請中。他方、保護者の寄付金によって臨時教員を雇

用している。 

・ 学校委員会（School Committee）や PTA は存在。 

・ 2 名の教員が JICA 支援によるナイロビ研修に参加。 

・ 学校内に実験室（水道付き）がある。実験器具や薬品もドナーから提供されたものがあるが、

電気や水の供給が止まっているため、現在は使用していない。 

・ パイロット教員研修の際には教室にマットレスを持ち込んで参加した教員を同校に宿泊させ

た。マットレスについては以前選挙活動で供与されそのまま学校内に残されていたものを活

用。 

 

  

↑学校の風景              ↑実験室の様子 

  

↑実験器具               ↑倉庫に格納されているマットレス 

 

４） ST Theresa Primary School 視察 

同校の校長から聴取した情報は以下のとおり。 

・ CARITAS という NGO の資金援助を受けて建設・運営。 

・ 児童は 1632 人（男児 932 人、女児 700 人）、教員は 26 人（常勤 12 人、非常勤 14 人、常勤教

員のうち 6 人が何らかの教員研修を受講済み）、教室は 8 つ。 

・ School Committee や PTA は存在。 

・ １人の教員が JICA 支援によるナイロビ研修に参加。その教員が毎週土曜日に同じ学校の他の

教員に対してナイロビ研修で学んだことを踏まえて指導している。 
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・ パイロット教員研修には同校から 2 名の教員が参加。 

  

↑校舎風景                ↑青空教室 

 

５） Torit Model Basic Primary School と Torit East Primary School 視察 

同一の敷地内に上記の 2 校が存在。同じ校舎を用いて午前と午後で全く異なる体制で学校運営を

行っている。主に Torit Model Basic Primary School について聴取した内容を以下に記す。 

・ 児童は 1350 名（男児 530 名、女児 800 名）、教員は 26 名（うち、22 名が常勤）、教室は 7 つ

（併せて屋外に 3 教室）。 

・ school Committee や PTA は存在。 

・ 2 人の教員が JICA 支援によるナイロビ研修に参加。帰国後に、同教員が他の教員に研修内容

を共有。 

・ 同校としては、学校休み（2 月-3 月）を利用して全教員に対して研修が実施されることを望む。

同行した GOSS-MOEST の Mr.Kokole から、1 月は予算年度の始まりであるため、政府の予算

がディスバースされないことが多く、またドナーも休暇に入っていることが多いため、州政

府が資金を確保できない時期である、と補足説明がなされた。 

 

 

６） Torit 郡教育事務所（County Education Office）訪問 

聴取した内容は以下のとおり。 

・ トリット郡内には 7 つの Payam があり、57 校が存在。 

・ ほとんどの学校が P1-P5 の児童のみを受け入れている。 

・ Torit 郡教育事務所には 7 名のスタッフが勤務。 
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↑Payam における学校情報          ↑事務所の風景 

 

７） 東エクアトリア州教育省での意見交換 

一連の視察を踏まえて、調査団側、GOSS-MOEST 側、州教育省側で意見交換を行った。州教育省

からは、視察官、諸局長・副局長ら 17 名ほどが出席。 

主な発言は以下のとおり。 

ア） 石原団長 

今回の視察を通じて学校運営の重要性を認識した。特に、校長のリーダーシップが重要。教員を

取り巻く周囲の者（校長、行政官、保護者）が教員研修の重要性を理解することが大切。教員研

修のスケールアップの方法としては、研修を受けた教員が各学校の他の教員に教えるという手法

が有効である。日本では、校内研修が非常に盛んであり、教員同士が議論したり、授業発表をし

たりしている。 

イ） Masoka 団員 

東エクアトリア州が州のイニシアティブで教員研修を実施したことに感銘を受けた。ナイロビで

研修を受けた教員の、帰国後の活動が確認できたことは大変嬉しい。 

ウ）長沼団員 

教員は常に学ばなければならない存在である。そのためには、校長や行政官といったマネージメ

ントに関わる人間が教員をサポートする必要がある。保護者に対して啓発活動を行い、教員研修

に対する理解を促していってもらいたい。 

ウ） 玉利企画調査員 

南部スーダンでは、中央と地方のコミュニケーションが不十分な点が大きな問題であると考える

が、今回の視察を通して中央政府と州教育省が双方を知るよい機会になったと思う。パートナー

としての JICA が存在することを是非忘れないでいただきたい。 

エ）CRS のスタッフ 

CRS としては、今後州教育省や他ドナーとの協議の機会を増やし、それぞれが持つリソースを有

効に活用して、より多くの教員研修が実施できるよう尽力していきたい。 

エ） 東エクアトリア州教育大臣代行 

州教育省としてパートナーに対しては、１）移動手段の確保、２）郡教育センターの施設整備、

３）実験器具の提供―を要望していることを改めて述べたい。 

オ） Kokole 氏 
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今回の視察のなかで、州レベルのパイロット教員研修が成功していることを嬉しく思う。州政府

が学校を建設する能力があること、教員に対して定期的な給与の支払いがなされていること、学

校内で規律が保たれていること、限られたスペースの中でより多くの者が学べるような工夫がな

されていることーといった点で州の取り組みに感銘を受けた。なお、今後の課題として、州教育

省から School Committee や PTA に対してフォローを行い、学校運営を強化すること、視学官によ

る監督を強化すること、郡レベルとのコミュニケーションと調整を強化していくことーが挙げら

れる。 

 

以上 
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